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記者発表資料                     令和２年９月１８日 

大阪経済記者クラブ会員各位                      

 
「令和３年度税制改正に関する要望」建議について 

 

【お問合先】大阪商工会議所  
総務企画部企画広報室（富田・西田） 
ＴＥＬ：０６－６９４４－６３０４ 

 
【概 要】 

○ 大阪商工会議所は、「令和３年度税制改正に関する要望」を本日付で内閣総理大臣・財務大臣・

経済産業大臣はじめ政府関係機関や与党幹部などへ建議する。本要望は、会員企業へのアンケ

ート調査などを基に、税制委員会（委員長＝北修爾・阪和興業㈱名誉会長）で取りまとめたも

の。要望項目は、全４６項目（うち新規要望：５項目）。 

○ 要望のポイントは、コロナ禍をふまえての危機克服に向けた集中支援と、事業引継ぎ支援、企

業の成長・革新のための投資促進策の強化。 

○ 「コロナ危機克服に向けた集中支援」では、企業の事業継続・雇用維持に資するキャッシュフ

ロー確保のため、赤字企業も適用可能な「中小企業者等の欠損金の繰戻還付期間の拡充、中堅

企業の繰越控除限度額の拡充」を要望。また、民間企業や個人が地域事業者を応援するための

「事業者応援税制の創設」を提案。 

○ 「コロナ禍における事業引継ぎ支援」では、コロナ禍で増加が懸念される企業の倒産・廃業に

対応するべく、親族外（第三者）承継・事業譲渡支援としてＭ＆Ａにおける買取時調査費用の

損金算入と、従業員承継の際に株式買取資金の融資を受けた場合の所得減税を求めている。 

○ 「コロナ収束を見据えた企業の成長・革新のための投資促進策の強化」では、企業のＤＸ（デ

ジタルトランスフォーメーション）化や生産性向上、新製品・サービス開発後押しのための投

資減税や研究開発税制の拡充を要望。コロナ禍で提唱される「新しい生活様式」に向けて事業

革新、業態転換を図る事業者が利用できる「経営革新促進税制」の創設を提案。 

 

【特徴的な要望項目】 ★印：新規要望 

Ⅰ．コロナ危機克服に向けた税制面での集中支援 

◆企業の事業継続支援、雇用の維持・促進支援（本文１～３ページ） 

○ 欠損金の繰り戻し還付期間の拡充、中堅企業の繰越控除限度額の拡充 

○ インバウンド需要減少を踏まえた商業地等の固定資産税の軽減措置の創設 

○ 雇用の維持・促進に資するデジタル人材の育成等のための教育訓練費や、企業が一定数以上の

新規雇い入れを行う際に適用可能な税額控除制度の創設 

◆需要喚起と地域経済活性化への取り組み支援（本文３～４ページ） 

○ 飲食・サービス事業者等、地域事業者の利用促進に向けた中小法人の交際費課税の特例拡充、

接待飲食費の損金算入上限額の引き上げ 

○ クラウドファンディングに対する税額控除等、地域事業者を応援する企業・個人の民間資金活 

用に資する事業者応援税制の創設 ★ 

◆デジタル・ガバメントの早期実現と電子納税の推進（本文４ページ） 

○ デジタル・ガバメントの早期整備と、中小企業のＤＸ化に向けた電子納税の推進 
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Ⅱ．コロナ禍における中小企業の円滑な事業引継ぎ支援 

◆親族外（第三者）承継・事業譲渡への支援（本文４～５ページ） 

○ Ｍ＆Ａにおける買収企業への負担軽減措置のため、のれん代の一括償却、デューディリジェン

スなど買収調査費用の経費計上（損金算入）を認めるべき ★ 

○ 従業員が金融機関から株式買取費用の融資を行けた場合の所得減税（ローン減税創設） ★ 

◆事業承継税制の特例措置の改善（本文５ページ） 

○ コロナ対応に追われる事業者負担を鑑み、特例承継計画の提出期間を最低１年延長すべき ★ 

○ 事業承継５年後の相続税の納税免除、提出書類の簡素化等、メリットの明確化、制度の簡易化 

Ⅲ．コロナ収束を見据えた企業の成長・革新のための投資促進策の強化 

◆中小企業投資促進税制、中小企業経営強化税制の延長、拡充（本文６ページ） 

○ 経営強化税制については、緊急経済対策で追加されたデジタル化設備類型の維持を維持した上 

で適用期限延長、税額控除額を引き上げ 

◆研究開発税制の延長・拡充、要件緩和（本文６ページ） 

○ 自社利用目的のソフトウェア開発費を控除対象とするとともに、研究開発税制上乗せ措置（中

小企業者等は中小企業技術基盤強化税制）の手続きを簡易化し、延長 

○ 企業の研究開発の実情にそぐわない人件費に係る「専ら」要件の緩和 

◆経営革新促進税制の創設 

○ 事業革新、業態転換に取り組む事業者の経費の税額控除を認める経営革新促進税制創設 ★ 

Ⅳ．消費税およびインボイス制度への対応 

◆消費税の円滑な価格転嫁（本文８ページ） 

○ 外税表示の恒久化と中小企業の万全の価格転嫁対策 

◆インボイス制度の見直し（本文８ページ） 

○ 現行のインボイス制度導入は免税事業者の取引排除につながる上、周知も進んでいない。実態

を把握したうえ十分な検証を行い、制度の見直しに努め、実施時期は改めて検討するべき 

◆二重課税の見直し（本文８ページ） 

○ 石油関連諸税はじめ印紙税、自動車取得税等二重課税の解消。特に電子商取引では課税されな

い印紙税は、官公需に係る契約書の電子化等で政府を挙げて解消を推進するべき 

Ⅴ．地域経済の復興のカギを握る中小企業の活力増進 

◆中小法人に対する課税強化反対（本文８ページ） 

○ 外形標準課税の中小法人への適用拡大、繰越欠損金制度の中小法人への使用制限拡大など 

◆新規創業・第二創業の促進（本文８ページ） 

○ 創業後５年間の社会保険料の事業主負担の軽減、創業後５年以内に生じた欠損金の繰越控除期

間の無期限化 

◆中堅企業の成長促進（本文９ページ） 

○ 地域未来投資促進税制の延長・拡充、中堅企業への中小税制の適用拡大 

以 上 

 

＜添付資料＞ 

資料１：「令和３年度税制改正に関する要望」（フレーム） 
  資料２：「令和３年度税制改正に関する要望」（本文） 



  
  

 
                                                                           

 
 

 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和３年度税制改正に関する要望 フレーム 

１．事業の継続・雇用の維持を可能とする財務基盤の強化 

（１）企業の事業継続支援 

① 中小企業者等の法人税率特例の延長、対象企業の拡大 

② 欠損金の繰戻し還付期間の拡充と中堅企業の繰越控除 

限度額の拡充 

③ 固定資産税の負担軽減措置等の拡充 

ⅰ 償却資産に係る固定資産税の廃止 

ⅱ 商業地等における固定資産税に対する負担軽減措置の 

継続 

ⅲ 家賃の猶予・減免に応じた事業者への固定資産税等の 

減免措置の拡充 

（２）雇用の維持・促進支援 

① 所得拡大税制の延長、要件緩和 

② 雇用の維持・促進に資する税額控除制度の創設 

・デジタル人材の育成等、従業員の能力開発に係る 

教育訓練費の税額控除制度の創設 

・退職した技術者ら一定数以上の新規雇い入れを行う企業

に対する税額控除制度等の創設 

 

２．需要喚起と地域経済活性化への取り組み支援 

（１）交際費課税等の特例の拡充 

（２）クラウドファンディングを活用した事業者応援税制 

の創設 ★ 

 ・クラウドファンディング等を活用した企業、個人の事業

者支援を寄付金控除対象に 

（３）中小企業防災・減災投資促進税制の延長・拡充と 

大企業・中堅企業向け支援税制の創設 

 

３．デジタル・ガバメントの早期実現と電子納税の推進 

 

（１）法人事業税・法人住民税の超過課税の撤廃   

（２）固定資産税・都市計画税の負担水準の引き下げ   

（３）中小法人に対する事業所税の軽減措置の創設 

令和２年９月  

 
 

 

 

（１）中小企業投資促進税制、商業・サービス業等活性化税制の 

延長、拡充 

（２）ＤＸ化を促す中小企業経営強化税制の延長、拡充 

（３）研究開発税制の延長・拡充、要件緩和 

① 適用期限の延長・拡充 

 ② 繰越控除の復活・無期限化、税額控除限度額の撤廃 

 ③ 人件費に係る「専ら」要件の緩和 

  ・研究従事期間に応じた人件費の税額控除制度に改めるべき 

 ④ デザイン考案に係る費用の対象化 

（４）日本版パテントボックス税制の創設 

（５）経営革新促進税制の創設 ★ 

 ・中小事業者の事業革新、業態転換に係る経費を税額控除 

○ 新型コロナウイルス感染症は世界的にも収束の兆しが見えず、長期戦を覚悟しなければならない。わが国経済は米中貿易摩擦の影響や昨年１０月の消費税率引き上げで基礎体力が弱まって

いたこともあり、コロナ禍における経済の縮小はあらゆる企業、産業、業種に大きなダメージを与えており、企業の事業継続や雇用の維持に深刻な影響が生じていることは明らか。 

○ こうした中、経済・社会活動の早期回復に向けて、企業の事業継続、雇用の維持は最優先課題。事業の継続・雇用の維持を可能とする財務基盤の強化や懸念される廃業・倒産にも対応した

事業引継ぎ・事業承継などに対する税制面での支援が不可欠。 

○ また、国・地方自治体と中堅・中小企業のＤＸ（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ）を促進するため、デジタル・ガバメントの早期実現、デジタル化を後押しする中小企業投資促進税制・経営強化税制

など設備投資減税の延長・拡充、デジタル分野での技術革新を促す研究開発税制の延長・拡充、中堅企業への中小税制適用などが必要。ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた企業変革

力の向上のため、経営革新促進税制の創設や地域未来投資促進税制の延長・拡充など中堅・中小企業の活力増進策が肝要。 ＜要望項目数：全４６項目、新規要望項目（★印）：５項目＞ 

基本認識 
大阪商工会議所 

Ⅵ．大阪府・大阪市への要望 

（１）消費税の円滑な価格転嫁 

・外税表示の恒久化   ・万全の価格転嫁対策 

（２）インボイス制度の見直し 

・インボイス制度は免税事業者が取引から排除される可能性が高く、現状

のまま導入すれば、免税事業者、中小企業の事業活動が混乱 
 十分な期間を設けて実態把握や影響を検証し、免税事業者が取引排除さ

れない仕組みの構築や中小企業の事務負担軽減策など制度の見直しに

努めるべき。実施時期については改めて慎重に検討すべき 
・インボイス制度の運用にはデジタル化が不可欠。デジタル・ガバメント

の促進と中小企業のＤＸ化を強力に支援すべき 
（３）二重課税の見直し 

 

（１）親族外（第三者）承継・事業譲渡への支援 

 ① 現経営者の株式・事業の譲渡益課税の軽減 

 ② Ｍ＆Ａ促進措置の拡充 ★ 

・のれん代の一括償却（現行：５年間均等償却） 

・デューディリジェンスなど買収調査費用の経費計上（損金算入） 

 ③ 従業員承継を可能とする株式買取時の税負担軽減策の導入 ★ 

 ・(評価より低額で自社株を買い取った場合の)贈与税不適用 

 ・株式買取資金融資を受けた場合の所得税減税（ローン減税創設） 

（２）事業承継税制の特例措置の改善 

 ① 特例承継計画の提出期間の延長 ★ 

② 事業承継５年経過後の相続税の納税免除 

③ 事業承継税制一般措置から特例措置への柔軟な切り替え 

④ 適用要件の緩和（相続発生時の後継者の役員就任要件の撤廃等） 

⑤ 納税猶予対象株式の拡大（外国会社株式等を含む） 

 ⑥ 提出書類の簡素化 

⑦ 提出書類に係る宥恕規定の運用の明確化 

（３）株式集約化に向けた税制措置の拡充 

Ⅲ．コロナ収束を見据えた企業の成長・革新のための投資促進策の強化 

（１）中小法人に対する課税強化反対 

（２）新規創業・第二創業の促進 

 ・創業後５年間の社会保険料の事業主負担分の軽減 

・創業後５年以内に生じた欠損金の繰越控除期間の無期限化 

（３）中堅企業の成長促進 

 ① 地域未来投資促進税制の延長・拡充 

 ② 中堅企業への中小税制の適用拡大 

（４）事業所税の廃止 

（５）空き地・空き店舗利活用促進税制（仮称）の創設 

（６）商店街振興組合の基盤強化への支援 

（７）海外子会社配当の益金不算入制度の拡充 

（８）海外展開損失準備金制度（仮称）の創設 

（９）地球温暖化対策税の凍結 

Ⅱ．コロナ禍における中小企業の円滑な事業引継ぎ支援 Ⅰ．コロナ危機克服に向けた税制面での集中支援 Ⅳ．消費税およびインボイス制度への対応 

Ⅴ．地域経済の復活のカギを握る中小企業の活力増進 

資 料 １ 
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令和２年９月 

 
令和３年度税制改正に関する要望 

 
大阪商工会議所 

 
新型コロナウイルス感染症の拡大は、いまだ世界的に収束の兆しが見えず、社会、

経済活動に大きな影響を及ぼしている。わが国は５月の緊急事態宣言解除後、ソーシ

ャルディスタンスの確保や３密回避など感染拡大防止策を徹底し、徐々に経済・社会

活動を再開したものの、足もと、感染が再拡大しており、ワクチンや特効薬が開発途

上にある中、早期の経済・社会活動正常化への期待感が後退しており、事態の収束に

は長期戦を覚悟しなければならない。 
わが国経済は米中貿易摩擦の影響や昨年１０月の消費税率引き上げで基礎体力が弱

まっていたこともあり、コロナ禍における経済活動の縮小は、あらゆる企業、産業、

業種に大きなダメージを与えており、企業の事業継続や雇用の維持に深刻な影響が生

じていることは明らかである。 

 こうした中、経済・社会活動の早期回復に向けて、企業の事業継続、雇用の維持は

最優先課題である。事業の継続・雇用の維持を可能とする財務基盤の強化や懸念され

る廃業・倒産にも対応した事業引継ぎ・事業承継などに対する税制面での支援が不可

欠である。また、遅れが目立つ国・地方自治体と中堅・中小企業のＤＸ（デジタルト

ランスフォーメーション）の促進は待ったなしの課題である。デジタル・ガバメント

の早期実現とともに、中小企業のデジタル化を後押しする中小企業投資促進税制、経

営強化税制など設備投資減税の延長・拡充、デジタル分野での技術革新を促す研究開

発税制の延長・拡充、中堅企業への中小企業税制の適用などが必要である。ウィズコ

ロナ・アフターコロナを見据えた企業変革力の向上を図るため、経営革新促進税制の

創設や地域未来投資促進税制の延長・拡充など、地域経済復活の鍵を握る中堅・中小

企業の活力増進を支援することは言うまでもない。 

かかる観点から政府・与党は、令和３年度税制改正において、以下の諸点について

特段の配慮を払われるよう強く要望する。 
 

（★印…新規要望項目） 
記 

Ⅰ．コロナ危機克服に向けた税制面での集中支援 

 中小企業等では、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策に盛り込まれた資金繰り

支援策などで当面の運転資金は借入ができたものの、国内外での経済再開の遅れによ

資 料 ２ 
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る事業活動の縮小・停滞等により、売上・利益が確保できず、今後の資金調達に対す

る不安感が高まっている。この状況が長期化すれば事業や雇用への深刻な影響も懸念

される。企業の事業継続と雇用維持を全力で支えるため、中小企業等のキャッシュフ

ローを確保し、財務基盤の強化に資する税制面での支援が不可欠となっている。 

加えて、コロナ危機克服に向けた需要喚起への取り組みを支援するため、企業・個

人の民間資金を通じた地域経済の活性化を後押しされたい。 

１．事業の継続・雇用の維持を可能とする財務基盤の強化 

（１）企業の事業継続支援 

企業の手元資金を確保し、コロナ禍の中で事業継続・雇用維持に奮闘する中小企業

等を支援するため、下記の諸点につき、その実現を図られたい。 

①中小企業者等の法人税率特例の延長、対象企業の拡大 

  中小企業者等の事業の維持・継続のため、法人税率の特例（１５．０％（本則１

９．０％）、適用期限：令和３年３月３１日）を延長されたい。加えて、適用対象を、

資本金１億円超１０億円以下のいわゆる「中堅法人」区分まで拡大し、中小企業者

等と同様に地域経済を牽引し、多くの雇用を担う中堅企業の事業の維持・継続に対

して、税制面から支援されたい。 

②欠損金の繰戻し還付期間の拡充と中堅企業の繰越控除限度額の拡充 

  中小企業者等の欠損金の繰戻し還付期間について、現行の前事業年度から前２事

業年度まで拡充されたい。また、中堅企業の欠損金の繰越控除限度額を現行の５０％

から中小法人同様に１００％まで引き上げられたい。 

③固定資産税の負担軽減措置等の拡充 

ⅰ 償却資産に係る固定資産税の廃止 

  償却資産に係る固定資産税は設備投資コストの上乗せとなる上、課税根拠であ

る応益性も希薄である。事業所得を生み出す費用としての性格を有する償却資産

への課税は、国際的に見ても稀であり、廃止されたい。少なくとも、事務負担軽

減のため、中小企業者等が少額減価償却資産の損金算入特例により取得した償却

資産に係る固定資産税の免除や、評価額の最低限度額（現行：取得価額の５％）

の撤廃など、法人税（減価償却制度）との統一を図られたい。 

ⅱ 商業地等における固定資産税に対する負担軽減措置の継続 

これまでインバウンド需要の増加により商業地等の地価・固定資産評価額は上

昇を続け、都市部における企業の固定資産税の負担感は増大している。商業地等

に係る固定資産税の負担調整措置を継続するとともに、コロナ禍でインバウンド

需要が消失するなど急速に変化する商業地等の現状を鑑み、固定資産税評価額の

軽減措置を創設されたい。 

 ⅲ 家賃の猶予・減免に応じた事業者への固定資産税等の減免措置の拡充 

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策で、家賃の猶予・減免に応じ、事業収
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入が減少した中小のテナント事業者に対し、令和３年度の固定資産税・都市計画

税の減免措置が取られているが、テナント事業者の規模に関わらず事業用家屋等

に係る固定資産税・都市計画税を減免されたい。 

 

（２）雇用の維持・促進支援 

企業の雇用維持・継続のため、下記措置を講じられたい。 

①所得拡大税制の延長、要件緩和 

  所得拡大促進税制（適用期限：令和３年３月３１日）について、人手不足により、

定年退職による人員減を補充できず（もしくは給与が相対的に低い若年層を補充し）、

給与総額が下がるケースや、働き方改革を踏まえた人員増により一人当たりの残業

時間を削減した結果、平均給与等支給額が下がるケースなどは、賃上げを行ってい

ても、本税制が活用できない場合がある。コロナ禍の厳しい状況下においても雇用

を維持し、従業員への給与等支給の増額に努めた中小企業者等の負担軽減を図るた

めにも、適用要件を緩和（現行：継続雇用者給与等支給額が前年度比１．５％増加）

したうえで延長されたい。 

②雇用の維持・促進に資する税額控除制度の創設 

生産性向上や新しい生活様式に対応できるデジタル人材の育成等、従業員の能力

開発に取り組む企業に対しては、これに係る教育訓練費（社員の研修受講・資格取

得に係る費用など）の税額控除を認める制度を創設されたい。また、雇用情勢が悪

化しつつある中で、余力のある企業の積極的な新規雇い入れを促すため、退職した

技術者らを一定数以上、新規雇い入れを行った企業に対して税額控除を行う等、税

制上のインセンティブを付与されたい。 

 

２．需要喚起と地域経済活性化への取り組み支援 

（１）交際費課税等の特例の拡充 

   緊急事態宣言以降、外出自粛や３密回避による企業の接待・食事付き会合の中

止などにより、地域経済を支える飲食・サービス業等の売上が大幅に悪化してい

る。コロナ禍による地域経済の回復を図るとともに、中小企業等の販路の維持・

拡大を後押しするため、中小法人の交際費課税の特例（現行：８００万円）を拡

充されたい。加えて、接待飲食費については、損金算入可能な飲食費の上限（現

行：一人当たり５０００円以下）を引き上げられたい。 

 

（２）クラウドファンディングを活用した事業者応援税制の創設 ★ 

企業の資金調達手段の多様化を図るとともに、地域の事業者を応援する企業、個

人の民間資金を活用するため、クラウドファンディング等を活用した企業、個人の

事業者支援を寄付金控除の対象とされたい。 
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（３）中小企業防災・減災投資促進税制の延長・拡充と大企業・中堅企業向け支援 

税制の創設 

  自然災害のみならず、新型コロナウイルスなど感染症への対応も迫られている企

業の実情を鑑み、中小企業防災・減災投資促進税制（適用期限：令和３年３月３１

日）は新型コロナウイルスなど感染症に係る対策費用も対象とした上で、適用期限

を延長されたい。また、中小企業の多くは取引先である大企業、中堅企業の事業方

針や要請によって事業活動が左右されるのが現実である。大企業、中堅企業が被災

し、サプライチェーン網の寸断が起こらないよう、大企業、中堅企業を支援する防

災・減災対策支援税制を創設されたい。 

 

３．デジタル・ガバメントの早期実現と電子納税の推進 

今回の新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の混乱を教訓に、デジタル・ガバ

メントを早急に整備し、すべての行政手続きがオンラインで完結し、正確にかつ迅

速に対応できる仕組みを構築すべきである。企業の納税負担軽減や納税申告時の３

密回避、また中小企業等のＤＸ化（デジタルトランスフォーメーション）を後押し

するためにも、電子申告・納税手続きのワンストップ化を図るとともに、スキャナ

保存制度の要件等を緩和し、電子納税の推進を図られたい。 

・e-Tax（国税）と eLTAX（地方税）の改善（電子申告・納税手続きのワンスト

ップ化） 

・従業員の給与に係る納税、社会保険、労働保険に係る事務手続きのワンストッ

プ化 

・スキャナ保存制度の要件緩和（第三者による事後検査（領収書などの証憑原本

と電子データとの照合）終了までの証憑原本の保存義務の免除） 

・電子契約の推進（国や地方公共団体の契約書の電子化） 

・地方自治体毎に異なる書類の様式や手続き、納付期限等の統一 

 

Ⅱ．コロナ禍における中小企業の円滑な事業引継ぎ支援 

 少子高齢化による生産年齢人口の減少が進む中、経営者の高齢化や後継者不在、人

手不足による企業の廃業・倒産は、コロナ禍において今後一層拍車がかかることが懸

念される。特に経営者の高齢化・後継者の不在による黒字企業や優良事業の廃業は、

地域経済・雇用にとって大きな損失である。コロナ禍においても中小企業が円滑に事

業承継準備を進められるよう、現行の事業承継税制の特例措置や親族外（第三者）承

継支援措置を拡充したうえ、柔軟性の高い措置を講じられたい。 

（１）親族外（第三者）承継・事業譲渡への支援 

 ①現経営者の株式・事業の譲渡益課税の軽減 

  現経営者による第三者譲渡を促し、後継者不在による中小企業の廃業を回避する
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ため、親族外（第三者）への事業譲渡を果たした経営者に対するインセンティブ措

置として、株式・事業の譲渡益に係る税負担の軽減を図られたい。 

 ②Ｍ＆Ａ促進措置の拡充 ★ 

買収企業に対して、のれん代の一括償却（現行：５年間均等償却）を認めるとと

もに、デューディリジェンスなど買収調査費用の経費計上（損金算入）を認められ

たい。 

 ③従業員承継を可能とする株式買取時の税負担軽減策の導入 ★ 

  従業員承継に際しては、現経営者からの株式買取資金の準備が課題となっている。

評価より低額で自社株を買い取った場合の贈与税の不適用、金融機関から株式買取

資金の融資を受けた場合の所得税減税（ローン減税の創設）など、従業員承継が可

能となる株式買取時の税負担の軽減策を導入されたい。 

 

（２）事業承継税制の特例措置の改善 

 ①特例承継計画の提出期間の延長（現行：令和５年３月３１日まで） ★ 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響が長期化する中、中小企業経営者は目下、

事業の継続・雇用の維持が最優先課題となっており、事業承継計画の策定に手が回

っていないのが実情である。中小企業経営者が事業の継続・雇用の維持に専念しつ

つ事業承継についても前向きに検討できるよう、令和４年度末に迫る特例承継計画

の提出期間を少なくとも１年延長されたい。 

 ②事業承継５年経過後の相続税の納税免除 

  事業承継円滑化のため、事業承継５年経過後の相続税の納税免除を図られたい。 

③事業承継税制一般措置から特例措置への柔軟な切り替え 

 既に事業承継税制（一般措置）で贈与税の納税猶予の認定を受けている中で、相

続が発生した場合、事業承継税制（特例措置）への切り替えを認められたい。 

④適用要件の緩和（相続発生時の後継者の役員就任要件の撤廃など） 

先代急逝時にも本税制を活用し事業承継が円滑に進むよう、相続発生時の後継者

の役員就任要件を撤廃されたい。 

⑤納税猶予対象株式の拡大（外国会社株式等を含む） 

納税猶予額の算定において外国会社株式は除外されるが、中小企業の海外進出を

阻害しないよう、外国会社株式も計算対象に含められたい。 

 ⑥提出書類の簡素化 

都道府県・税務署への提出書類は煩雑であり、簡素化されたい。 

⑦提出書類に係る宥恕規定の運用の明確化 

 やむを得ない理由で都道府県や税務署への報告・届出期限を誤るなど、書類提出

の不備等により、即座に納税猶予打ち切りとならないよう、提出書類について宥

恕規定の運用を明確化した上で周知されたい。 



6 
 

 

（３）株式集約化に向けた税制措置の拡充 

  株式の分散は経営の安定性を損ね、事業承継を困難にする。株式集約化に向け、

同族株主に対し、特例的評価方式（配当還元方式）での買い取りを認めるほか、同

族株主判定の範囲（現行：６親等内の血族、３親等内の姻族）を縮小されたい。 

 

Ⅲ．コロナ収束を見据えた企業の成長・革新のための投資促進策の強化 

 世界経済の先行き不透明感による企業の設備投資意欲の減退が懸念される一方、新

型コロナウイルス感染症の拡大により、企業の生産性向上や多様な働き方、ＤＸ推進

はその重要性を増している。ウィズコロナ・アフターコロナ時代を見据え、特に遅れ

が目立つ中堅・中小企業のＤＸ化や、新製品・サービス開発など前向きな設備投資や

デジタル分野での技術革新を促す研究開発を後押しするため、設備投資減税や研究開

発税制の延長、拡充を行うべき。 

（１）中小企業投資促進税制、商業・サービス業等活性化税制の延長、拡充 

「中小企業投資促進税制」、「商業・サービス業等活性化税制」（適用期限：令和３

年３月３１日）の適用期限を延長するとともに、制度の活用を促進するため、対象

設備の拡充（中古機械の追加、働き方改革に資する建物改修など）ならびに最低価

格要件（現行：機械装置１６０万円以上など）の緩和を図られたい。また、特別償

却（現行：３０％）、税額控除（現行：７％）限度額を引き上げられたい。 

 

（２）ＤＸ化を促す中小企業経営強化税制の延長、拡充 

  「中小企業経営強化税制」（適用期限：令和３年３月３１日）について、緊急経済

対策税制で対象に追加されたデジタル化設備の類型を維持したうえで、適用期限を

延長されたい。また、税額控除額（現行：資本金３０００万円以下１０％、３００

０万円超７％）を引き上げられたい。 

 

（３）研究開発税制の延長・拡充、要件緩和 

  研究開発税制の利用促進に向け、下記の諸点につき、その実現を図られたい 

 ①適用期限の延長・拡充 

企業のＤＸ化を進め、デジタル分野での技術革新を支援するため、自社利用目

的のソフトウエア開発費を税額控除の対象に追加するとともに、研究開発税制の

上乗せ措置（中小企業者等は中小企業技術基盤強化税制）（適用期限：令和３年３

月３１日）は、制度・申請手続きを簡素化した上で延長されたい。また、オープ

ンイノベーション型は、研究委託先に専門家による監査が義務付けられており、

委託先に多大な事務負担を強いている。本制度の活用を促進するため、監査手続

きを簡素化されたい。 
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  ②繰越控除の復活・無期限化、税額控除限度額の撤廃 

   損益分岐点が高く、所得の変動が大きい中小企業が、経営環境悪化時にも継続

して研究開発に挑戦できるよう、繰越控除制度を復活させた上で無期限化された

い。また、わが国の研究開発促進のため、諸外国とのイコールフッティングの観

点から、税額控除限度額（現行：最大で法人税額の４５％）を撤廃されたい。 

  ③人件費に係る「専ら」要件の緩和 

   中小企業等では、人手不足の中、研究開発とともに他の業務も兼任しているの

が通常であり、また、大企業においても研究開発には様々な部門が携わっている。

そのため、現行制度の「専ら」要件の従事期間（現行：概ね１か月以上、実働２

０日以上）の要件は、こうした現状と大きくかけ離れている。そこで、企業規模

に関わらず、当該研究開発に従事した者の従事期間に応じた人件費を税額控除で

きる制度に改められたい。少なくとも、中小企業等が兼任者を計上しやすいよう、

兼任者について「専ら」要件を満たす事例を充実の上、周知されたい。 

  ④デザイン考案に係る費用の対象化 

   研究開発税制はあくまで「技術」の開発を対象としているが、企業はその先に

ある製・商品化までも考慮の上、研究開発を行っている。ついては、製・商品化

に不可欠なデザイン考案に係る費用も対象とされたい。 

 

（４）日本版パテントボックス税制の創設 

日本での知的財産権の所有や高度化を推進するとともに、研究開発機能の海外流

出を抑制し、国内立地を促進することが肝要である。そのため、英国など欧州諸国

と同様、自社開発特許に関わる使用料収入や譲渡益をはじめ、国内で生産する当該

特許を組み込んだ製品から生じる収益に対し軽減税率を適用されたい。また、他企

業からの知的財産権の取得費についても税額控除または特別償却を認められたい。 

 

（５）経営革新促進税制の創設 ★ 

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため「新しい生活様式」が提唱される中、

飲食、対人サービス、対面小売等をはじめとする多くの中小事業者が事業内容の革

新、業態転換等を迫られている。急激に変化する状況に適応し、事業を継続する中

小事業者の負担軽減のため、事業革新、業態転換に係る経費の税額控除を認められ

たい。 

 

Ⅳ．消費税およびインボイス制度への対応 

コロナ禍による売上の減少が続く中、取引先との価格交渉において立場の弱い中小

企業が消費税の円滑な価格転嫁を行えるよう、万全な価格転嫁対策を講じられたい。

また、インボイス制度は中小企業の事務負担軽減の観点から見直しを図られたい。 
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（１）消費税の円滑な価格転嫁 

消費税の表示方法は、価格転嫁が容易になるよう、外税表示を恒久化（現行：原

則は内税表示。但し消費税転嫁対策特別措置法により、令和３年３月まで外税表示

可能）するとともに、中小企業の万全の価格転嫁対策を講じられたい。 

 

（２）インボイス制度の見直し 

令和５年１０月から導入が予定されている現行のインボイス制度は免税事業者が

取引から排除される可能性が高く、中小企業への悪影響が大きい。また、中小企業

の多くがインボイス制度の具体的な内容や自社が取るべき対応等を現状、理解して

いるとは言えない状態にあり、このまま導入すれば、免税事業者や中小企業の事業

活動が混乱する可能性が極めて高い。政府においては、十分な期間を設けて実態把

握や影響を検証し、免税事業者が取引排除されない仕組みの構築や中小企業の事務

負担の軽減策など制度の見直しに努めるべきであり、実施時期については改めて慎

重に検討されたい。 
なお、インボイス制度は、受発注から納税まで一気通貫でデジタル化されている

ことが不可欠である。遅れが目立つ国・地方自治体のデジタル・ガバメントの促進

はもとより、中小企業のＤＸ化は焦眉の急であり、中小企業のＤＸ化を政策・税制

の両面から強力に支援されたい。 
※大阪商工会議所の調査では、インボイス制度について「聞いたことはあるが、詳しくは知らな

い」が３割強（３３．５％）、「知らない」が２割（２１．５％）。 
 

（３）二重課税の見直し 

消費税は、個別消費税などと二重課税になっており、特定の取引に対して過度な

負担を強いており、石油関連諸税（揮発油税・石油石炭税など）をはじめ、印紙税、

自動車取得税などとの二重課税を解消されたい。とりわけ、電子商取引では課税さ

れない印紙税は、極めて不公平な制度であり、早急に廃止するとともに、政府が目

指すデジタル・ガバメントの実現に向け、官公需に係る契約書は電子化するなど、

政府を挙げて電子契約を推進されたい。 

 

Ⅴ．地域経済の復活のカギを握る中小企業の活力増進 

 地域経済の復活の鍵は、地域に富と雇用を生み出す中小企業等の活力増進にある。

そのため、下記の諸点に取り組まれたい。 

（１）中小法人に対する課税強化反対 

地域に富と雇用を生む中小企業の活力を阻害することのないよう、外形標準課税

の中小法人への適用拡大など、下記中小企業への課税強化に強く反対する。 

・外形標準課税の中小法人への適用拡大 



9 
 

・繰越欠損金制度の中小法人への使用制限拡大 

・減価償却制度の定率法の廃止（定額法への一本化） 

・企業の活力増進に資する租税特別措置の縮小・廃止 

・同族会社の留保金課税の強化 

・法人税における地方税の損金不算入 

 

（２）新規創業・第二創業の促進 

  新規創業を促進するため、創業後５年間の社会保険料の事業主負担分の軽減や、

創業後５年以内に生じた欠損金の繰越控除期間（現行：１０年）の無期限化を図ら

れたい。 

 

（３）中堅企業の成長促進 

 ①地域未来投資促進税制の延長・拡充 

  地域未来牽引企業の事業創出を税制面から支援するため、地域未来投資促進税制

（適用期限：令和３年３月３１日）は延長・拡充されたい。 

 ②中堅企業への中小税制の適用拡大 

  地域経済を牽引する中堅企業の成長力を強化するため、資本金１０億円以下を対

象とした「中堅法人」区分を創設し、中小企業投資促進税制や中小企業技術基盤強

化税制など、成長力強化に資する中小企業向け租税特別措置の適用を認めるととも

に、外形標準課税や同族会社の留保金課税の適用対象から除外されたい。 

 

（４）事業所税の廃止 

  事業所税は、外形標準課税と課税標準が重複しているなど、過剰な負担となって

いる。また、人口や企業の大都市集中が続き、それに伴って発生する行政需要への

対応が求められた創設時と比べ、現在では大都市の行政課題は大きく変化している

ことから、事業所税は廃止されたい。少なくとも懸命に地域の雇用を守っている中

小法人については直ちに廃止されたい。 

 

（５）空き地・空き店舗利活用促進税制（仮称）の創設 

老朽化した店舗の解体・改修に係るコスト回避や、煩雑な土地建物の所有者の権

利調整、土地所有者の不在等により、空き地・空き店舗問題は年々深刻化している。

地域資源ともいえる遊休不動産の活用促進のため、都市部の空き地や空き店舗を商

業利用者に売却や賃貸を行った場合の譲渡益課税や固定資産税の軽減措置を創設さ

れたい。 
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（６）商店街振興組合の基盤強化への支援 

商店街振興組合が実施する、アーケードや街路灯等の設置・管理に係る環境整備

事業は、地域住民の利便性向上やまちの安心・安全の確保等に資する公共的な取り

組みであり、行政からの支援が不可欠である。多くの商店街振興組合の構成員は、

大多数が小規模事業者・個人事業者であり、その財務基盤は脆弱であることから、

環境整備事業のための積立金を損金算入可能とされたい。 

 

（７）海外子会社配当の益金不算入制度の拡充 

海外子会社利益の国内還流を促進するため、海外子会社からの配当について、全

額益金不算入（現行：９５％）とされたい。 

 

（８）海外展開損失準備金制度（仮称）の創設 

中小企業等の海外展開を支援するため、カントリーリスクや事業撤退など海外進

出に伴う損失への備えとして、積み立てた準備金を損金算入できる制度を創設され

たい。 

 

（９）地球温暖化対策税の凍結 

  エネルギーコストが中小企業の経営を圧迫しており、地球温暖化対策税（原油・

石油製品７６０円／ｋｌ、ガス状炭化水素７８０円／ｔ、石炭６７０円／ｔ）を凍

結されたい。ましてや、地球温暖化対策を名目とした、新たな炭素税の導入に強く

反対する。 

 

Ⅵ．大阪府・大阪市への要望  

 近年、大阪は企業の本社機能の流出など企業やヒトの流出が続いており、地域の経

済基盤が弱まっている。また、その中において大阪経済の回復に寄与してきた観光・

飲食・サービス業等は、国内外旅行客の大幅減少により、かつてない危機を迎えてい

る。これらの状況を踏まえ、大阪に立地することが企業の競争上、不利にならないよ

う地方税制の改善を図られたい。 

（１）法人事業税・法人住民税の超過課税の撤廃 

  現在、大阪府では法人事業税および法人住民税に、また大阪市では法人住民税に

対してそれぞれ超過課税を適用しており、当地の産業競争力を弱める一因となって

いることから、法人事業税および法人住民税の超過課税を撤廃されたい。 

 

（２）固定資産税・都市計画税の負担水準の引き下げ 

大阪市の固定資産税負担は重く、企業に多大な立地コストを強いている。産業競

争力強化のため、負担水準を早急に６０％まで引き下げられたい。少なくとも中小
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法人については、東京都と同様の軽減措置（非住宅用地（２００㎡まで）に対する

２割軽減措置）を創設されたい。また、大阪の地価額上昇の大きな要因となってい

たインバウンド需要が大幅に減少していることを踏まえ、大胆な軽減措置について

も検討されたい。 

 

（３）中小法人に対する事業所税の軽減措置の創設 

  大阪市内で事業や雇用の継続を図ろうと懸命に経営努力を続ける中小法人を支援

するため、事業所税を軽減されたい。 

以 上 

 


